
県における除染対策の取組み 

平成23年12月 2日 
 

福島県 生活環境部 
除染対策課 
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国際放射線防護委員会 
（ICRP）の考え方 

緊急時被ばく状況 
［計画的避難区域、警戒区域］ 

現存被ばく状況 

長期的な目標 
  

追加被ばく線量を 
年間１ｍSvとする 

１００mSv／年 

２０mSv／年 

除染に関する緊急実施基本方針 
（平成23年８月26日原子力災害対策本部決定） 

［比較的高線量］ 
 

大規模作業を伴う 
面的除染が必要 

［比較的低線量］ 
  

側溝や雨樋など 
ホットスポットを 
集中的に除染 

１mSv／年 

年間２０mSv以下への 
移行を目指す 

 市町村が、除染計画を
作成し実施。 
 

 国は、専門家の派遣、
財政支援により円滑な
除染を支援。 

 住民の帰還が実現するまで、 
  国が主体的に除染を実施。 

縦軸：年間被ばく線量 
［mSv／年］ 

 原子力事故など緊急事態におい
て、緊急活動を要する状況 

 緊急事態後の長期被ばく状況 

除染実施に関する基本的考え方 
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① 国際放射線防護委員会（ＩＣＲＰ）の２００７年基本勧告などを踏まえ、追加被ばく線量が年間２０ミリ
シーベルト以上（緊急時被ばく状況）にある地域の段階的かつ迅速な縮小を目指す。 

 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

  
 

長期的な目標 

暫定目標 

一般公衆 

子ども 

② 年間２０ミリシーベルト以下（現存被ばく状況）にある地域では追加被ばく線量
年間１ミリシーベルト以下を目指す。 

③ 具体的な目標として、２年後までに、一般公衆の推定年間被ばく線量
の約５０％減少を目指す。 

 

・放射性物質の物理的減衰及び自然要因による減衰：２年で約４０％ 
・除染による削減目標：約１０％ 

④ また、子どもの生活環境を徹底的除染により、２年後までに、子どもの
推定年間被ばく線量の約６０％減少を目指す。 

 

・放射性物質の物理的減衰及び自然要因による減衰：２年で約４０％ 
・子どもの生活環境の除染による削減目標：約２０％ 

⑤ 今後、詳細なモニタリング結果、子どもの実際の被ばく線量の実測調査等を通じ精査を重ね定
期的に目標を見直し。 

除染に関する緊急実施基本方針（８月２６日原子力災害対策本部決定） 

除染実施における長期目標・暫定目標 
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除染に関する緊急実施基本方針 

1. 位置づけ 
放射性物質汚染対処特別措置法の枠組みが動き出すまでの緊急
的な方針 

2. 暫定目標 
① 緊急時被ばく状況にある地域を段階的かつ迅速に縮小 
② 長期的な目標として、追加被ばく線量年間１ミリシーベルト以下 
③ 2年後までに一般公衆の年間被ばく線量を５０％減少 
④ 2年後までに子どもの年間被ばく線量を６０％減少 
 

3. 線量水準に応じた地域別の対応 
① 避難指示を受けている地域 

 国が除染を実施 

② 追加被ばく線量が１から２０ミリシーベルトの間の地域 
 市町村が除染計画を策定し実施（国・県管理公的施設は、国、県が実施） 

③ 追加被ばく線量が１ミリシーベルト以下の地域 
 住民を含めた関係者が実施 

 

平成２３年８月２６日決定 
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 福島県における除染の取組み 
  （１）除染の仕組み 
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主体 計画
除染
手法

財政
措置

市町村
（町内会）

不要 局所的

市町村
国：国有施設

県：県有施設

等

市町村
計画

面的

うち警戒区域・計
画的避難区域

国 国計画 面的 国

１．０ｍＳｖ～

１．０ｍＳｖ未満

線量の分布
（年間相当値）

県基金



  （２）除染の対象 
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その他

住宅（戸）
県営住宅

農地等
（ha）

森林他
（ha）

１．０mSv～ 607,185 119,391 229,564

対象

生活圏



市町村による除染実施ガイドライン 

除染対象 除 染 方 法   

 
 
生
活
圏 

家屋・庭 庭木の剪定、軒下などの除草、雨樋の清掃、屋根の高圧
洗浄、庭土の表土除去 

道路 アスファルトの継ぎ目・ひび割れのブラッシング、側溝の
清掃、表面の削り取りや再舗装 

学校・保育所・公園
など 

校庭表土の土壌改良対策、側溝清掃 

街路樹など生活圏
の樹木 

常緑樹：枝葉の剪定 
落葉樹：落ち葉・腐葉土の回収 

 森林（住居等近隣） 常緑針葉樹：３～４年にわたって継続的な落葉除去 
        林縁部周辺について枝葉除去 
落葉広葉樹：林縁から２０ｍ程度を目安に落葉除去 

 農地 耕起されていない所：表土削り取り、水による土壌撹拌・ 
            除去、反転耕 
耕起されている所：反転耕、深耕 

 河川 （検討継続） 

平成２３年８月２６日決定 
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放射性物質汚染対処特別措置法 

（平成23年3月11日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所
の事故により放出された放射性物質による環境への汚染への対処に関す
る特別措置法：平成23年8月30日公布。平成２４年１月１日完全施行） 

• 目的 
放射性物質による環境の汚染への対処に関し、国、地方公共団
体、関係原子力事業者等が講ずべき措置等について定めること
により、環境の汚染による人の健康又は生活環境への影響を速
やかに低減すること 

• 責務 
① 国：原子力政策を推進してきたことに伴う社会的責任に鑑み、

必要な措置を実施 

② 地方公共団体：国の施策への協力を通じて、適切な役割を
果たす 

③ 関係原子力事業者：誠意を持って必要な措置を実施するとと
もに、国又は地方公共団体の施策に協力 
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放射性物質汚染対処特措法 

８月26日 議員立法により成立 
８月30日 公布・一部施行 

基本方針の閣議決定 

重点調査地域の指定 

平成24年１月１日 本格施行 

除染に関する緊急実施基本方針 
＋ 市町村による除染実施ガイドライン 

８月26日 原子力災害対策本部決定 

９月９日 東日本大震災復旧・復興予備
費約2,200億円の確保 

福島県 
除染実施に向けた各
種取組 
①財政支援 
②技術的支援 
③人的支援 

市町村等計画 
策定 

市町村等によ
る除染開始 

地域指定の要件、処理の基準等の 
政省令制定 

市町村等の除染実施計画策定 

市町村等による本格除染の実施 
順次移行 

原子力災害対策特別措置法の下での取組 

除染実施に向けた枠組み 
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県 

市町村 

国 
（内閣府、各省） 

 
福島県 

県民健康管理基金 
 

校庭等の除染 

自治会等の支援 

※ 二次補正による措置 
（180億円）  

除染計画を策定した自治体 

自治体の定める除染計
画に従い、計画に沿った
除染の実施に必要な費
用を基金から拠出。 

住宅 

公共施設、 
商業施設等 

道路 

森林（生活圏） 

仮置き場設置 

農地 

ホットスポット対応

（自治会/市町村支援） 
除染専門家派遣 

稲わら（こ）、区域内死亡家畜処理 

除染実証事業  

国所管施設の除染 

（国道、国有林等） 

等 

福島県 
(福島県外を含む） 

 

※一部国からの実施も検討 

復旧・復興予備費 
総額  ２,１７９億円 

生活圏の除染 

帰還支援 

農業系廃棄物処理 

スクリーニング体制整備等  

約1,840
億円 

約180
億円 

約160
億円 

除染予算の全体イメージ 
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 福島市内の小学校３校の校舎・通学路の線量調査と洗浄を実施（6/25～7/2） 

線量調査： 約120箇所／校 
核種分析：約 5箇所／校 
通学路：道路に沿って連続測定 
校舎・歩道等：高圧洗浄 

高圧水洗浄 

スミア測定 

除染上の留意点 

線量低減化に向けた実証試験 
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線量低減化対策に係る手引き 

  線量低減化に関する手引き 
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線量低減化活動支援事業 

○補助事業の実施主体 
  行政区、自治会、町内会、各学校、 
  幼稚園、保育所等 
 
○補助対象地域 
  県内全域 
 
○補助限度額 
  １事業実施主体につき５０万円 
 
○補助対象事業 
  通学路、側溝、公園など、子どもの生 
 活空間における放射線量の測定調査及 
 び清掃、草刈りなど子どもの生活空間に 
 おける放射線量の低減のための活動 

 子どもたちが生活空間として過ごす時間が多い通学路、公園等における放射線
量の低減を図るため、町内会、ＰＴＡ、ボランティア等により、側溝の清掃や草刈り
などを行う場合、その活動を支援する。（8/2～） 
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除染推進に向けた支援の枠組み 

１．事業者等の育成の加速化 

２．技術的支援の強化 

３．住民理解の促進 
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事業者等の育成の加速化 

○除染業務講習会の開催 
 ・日程等：H23年10月～ 
   県内5方部で15回開催予定 
 ・対象者：除染業務従事者 
   約3,000人 
 
○除染説明会の開催 
 ・日程等：H24年1月～ 
   県内7方部で30回開催予定 
 ・対象者：地域の除染リーダー等  
   約3,000人 
 
○業界団体への除染事業者が遵 
 守すべき自主ルール策定の働き 
 かけ 
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田中 知  会 長 
（県除染アドバイザー） 

 

福島環境支援事務所長 
  

（県除染アドバイザー） 

「 除染情報プラザ」 
日本原子力学会 

日本原子力研究
開発機構(JAEA) 

 
○ 除染計画の策定 
○ 面的除染の実施 
○ 仮置場の確保 

 
○ 局所的除染の実施 
○ 地域対話集会の開催 

町 内 会 等 市 町 村 

 
○ 面的除染の実施 

除 染 事 業 者 

       県民、地域住民 

○ 除 染 技 術 
○ 除染資機材等 

○除染専門家     150名 
○専門ボランティア 
 （コープふくしま）  120名 
○一般ボランティア 

  （コープふくしま）  650名 

連携 

連携 

連携 

契約 

情報提供・発信機能 人材派遣機能 

 
 
 
 

  （２）除染に関する技術的支援① 

除染情報プラザの設置 
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情
報
提
供 

派
遣 



１ 事業の概要 
  国が示した「市町村による除染実施ガ 
 イドライン」に示されている除染方法を 
 用いて、家屋、道路、農地、森林等を含 
 む一定の区域を面的に除染することに 
 より、効果的な除染方法と面的な除染 
 による放射線量低減の効果を検証する。 
  また、検証結果に基づき、今後、市町 
 村が実施する大規模な面的除染を進め 
 る際の手引書等を作成する。 
 
２ 実施場所及び面積 
  福島市大波地区 約１０ｈａ 
 
３ 事業期間 
  平成２３年１１月～平成２４年２月 
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技術的支援の強化② 

面的除染モデル事業 



１ 事業の概要 
  優良な除染技術を公募し、県が除染 
 実施前及び実施後の放射線量等を測 
 定し、その測定結果を公表することな 
 どにより、除染の効果的・効率的な方 
 法を普及させ、県内各地における除 
 染活動を促進させる。 
 
２ 対象とする除染技術 
 ①屋根、壁面等の除染技術 
 ②汚染された土壌の減容化技術  
 
３ 今後の予定     
 ①実地試験の実施  
    平成２３年１１月下旬～１２月 
 ②実地試験効果の公表   
    平成２４年１月頃 

各企業等から提案された除染技術 

    技術の選定・実証 

除染カタログ等の作成 

  県内各地の除染の加速化 

   実証事業のフロー 
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技術的支援の強化③ 

除染技術実証事業 



福島県除染技術実証事業 

１ 目的 

  広く除染技術を公募し、県が除染実施前及   

 び実施後の放射線量等の測定を行い、技術  

 の評価を実施することにより、除染の効果的・  

 効率的な方法を普及させ、もって、県内各地に  

 おける除染活動を促進させる。 

 

２ 応募・選定件数 

  177件の応募があり、20件を選定。 

  ・構造物(屋根・屋上・壁面・底面等)等  6件 

  ・土壌（農地を除く）の減容化技術   10件  

  ・その他の技術                   4件 

 
 

３ 今後の予定     

（１）実地試験の実施  

   平成２３年１１月下旬～１２月 

（２）実地試験効果の公表・除染カタログ  

 等の作成   

   平成２４年１月頃 

 

    ※農地については別途実施 
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住民理解の促進 

 地域住民が抱いている放射線の影響
や除染に関する不安や疑問を解消し、
円滑な除染推進に資するとともに、県民
の安全・安心を醸成する。 
 

○安全・安心フォーラムの開催 
 ・日程等：H23年11月～ 
   県内4方部で4回開催予定 
 ・対象者：一般県民 約2,000人 
 
○地域対話集会の開催支援 
 ・日程等：H23年10月～ 
   町内会等単位での集会に専門家を 
   派遣 
 ・対象者：一般県民 
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